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1．は じ め に
ある規制基準が波及する, あるいは収斂する要因については, 文化的要
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ディーゼル車の窒素酸化物 (NOx) と粒子状物質 (PM) の削減も含む自動
車の排ガス規制は, アメリカや日本の規制にも影響を与えている (Hol-
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(３) たとえば, Biedenkopf (2011 ; 2012), Bradford (2012 ; 2015), Falkner
and (2014), Lavenex and Schimmelfennig (2010), Lavenex (2014),
Van Vooren, Blockmans and Wouters (2013), 遠藤・鈴木 (2012), 道田
(2017)。
(４) たとえば，Naiki (2010), Prakash and Kollman (2003), van der Heiden
and Strebel (2012), 早川 (2018)。
(５) 本稿のアプローチは, Biedenkopf (2011) による RoHS 指令とWEEE
指令がアメリカの環境規制に与える影響の違いに関する分析に示唆を受け
ている。もっとも, Biedenkopf (2011) が政策波及のプロセスを明らかに
することが主眼であるのに対し, 本稿は波及のプロセスそのものを明らか
にすることを目的とはしていない。規制者の権限が規制内容に対して影響










(1995) が指摘した ｢カリフォルニア効果 California Effect｣ である。カリ
フォルニア効果とは, 自動車排ガス規制がアメリカのカリフォルニア州に
おいて他の州に比べて厳格な規制が採用され, それがアメリカ全体の基準
として広がった現象を指して, 規制基準を引き上げる (“race to the top”)
という効果が生じることを意味する。こうした規制のトレードアップ
(trading up) は, 一国内ではなくグローバル化によって海外にも広まるメ
カニズムであり, また, 環境規制だけではなく, 他の様々な領域に広げて





ついてではなく, 主に製品に対する規制 (product regulation。以下では製
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(６) たとえば, Bradford (2012), Damro (2012), Drezner (2005)。
である。製造事業者はできる限り効率的に新たな製品を作ろうとするため,
より厳しい規制基準に合わせて製品を作ため, 厳しい基準に合わせた製造









(Scharpf, 1997 : 524)。





基準を引き上げる場合もあるが (Vogel, 1997 : 563564), 過程規制では製
品規制ほど規制基準の引き上げが期待できない。それは, 過程規制が直接
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(７) Vogel (1997 : 563) では, これらの規制を総じて製造規制 (production
regulation) と呼ぶが, Scharpf 1997 : 522) や Golub (2000 : 184) による用


















方法：JIS C 0950｣ ( JIS, The marking for presence of the specific chemical
substances for electrical and electronic equipment の略称として通称 J-
Moss。以下, J-Mossとする) とEUで2003年に成立した電気電子機器にお
ける特定有害物質の使用制限指令 (Directive 2002/95/EC of the European
Parliament and of the Council of 27 January 2003 on the restriction of the use
of certain hazardous substances in electrical and electronic equipment : 以
下, RoHS 指令) である。これらは, 電気電子製品を直接規制することに
論
説
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(８) たとえば, Biedenkopf は製品規制の場合はグローバルに展開する企
業が法令遵守可能であることにより波及しやすい状況を生む点を指摘する
(Biedenkopf, 2011 : 371372)。この内容と似た点は, Lazer (2001 : 477),
Drezner (2005 : 846) においても指摘されている。






進に関する法律 (以下, 小型家電リサイクル法) と, 2003年に成立した
電気電子機器廃棄物指令 (Directive 2002 /96 /EC of the European Parlia-
ment and of the Council of 27 January 2003 on waste electrical and electronic
equipment (WEEE): 以下WEEE指令) である。これらは, 電気電子機器
廃棄物の発生抑制, 再利用, リサイクルを促進するため, 事業者に対して
回収や費用負担について義務付ける規制である。なお, RoHS 指令,
WEEE指令はその後改正されているが, 同じ政策課題を扱う立法を対象
とするため, 2003年に成立した通称 RoHS 1, WEEE 1と呼ばれる規制を
分析対象とする。
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条約｣ である。バーゼル条約は, もともと有害廃棄物の国境を超える移動
によって生じる環境汚染などが1980年代に問題化して, 経済協力開発機
構 (OECD) 及び国連環境計画 (UNEP) が中心となって締結が行われた,
有害廃棄物の国境を越える移動などを規制する枠組みや手続きを規定した
条約である。 2年ごとに開かれる締結国会議 (COP) の第 7 回会議 (2004
年10月) の決議では, 電気・電子廃棄物の削減及び環境上適正な処理推
進のためのパートナーシップが最優先課題の一つに挙げられ, それによる
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(10) 産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会製品 3Rシステ
や規制方法について異なっている (表１ ｢J-Mossと RoHS指令の内容比
較｣)。具体的には, 次の三点にまとめられる。
第一に, 規制レベルである。日本の J-Mossにおいては, 新たな法律を
制定せずに JIS規格を政省令に組み込み, 資源有効利用促進法の政省令改




本的に ｢指導及び助言｣ が行われ, 著しく不十分な場合に勧告, 公表, 命






は罰金最大 5 万ユーロ, フランスでは罰金1500ユーロが課せられており,
加盟国によっては罰則が重くなっている。
第二に, 対象製品の範囲である。J-Mossにおいては, パソコン, エア
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ム高度化ワーキンググループ ｢第 1 回製品 3Rシステム高度化WG 配布
資料 資料７｣ 平成17年 1 月25日。
(11) ｢勧告｣ 以上の措置は, 年間の製造, 輸入販売台数が政令に定められ
ている数以上の事業者に対してとられる。たとえば, PC 1 万台, エアコ
ン 5万台, テレビ 5万台, 冷蔵庫 5万台, 洗濯機 5万台, 電子レンジ 1万
台, 衣類乾燥機 1千台である。つまり, 罰則措置に関しては, 零細事業者
に対する裾切りが行われている。
大型家電用電気製品 (冷蔵庫, 洗濯機, 食器洗い機, 電子レンジなど),
小型家電用電気製品 (掃除機, アイロン, ドライヤー, 時計など), 情報
技術・電気通信機器 (パソコン, プリンター, コピー機, 電話機など),
消費者用機器 (ラジオ, テレビ, ビデオカメラ, 楽器など), 照明機器
(蛍光灯, ランプなど), 電気・電子工具 (電気ドリル, ミシンなど), 玩
具・レジャー・スポーツ器機 (テレビゲーム, サイクリング用品など),








物質 (鉛及びその化合物, 水銀及びその化合物, カドミウム及びその化合
物, 六価クロム化合物, PBB (ポリブロモビフェニル), PBDE (ポリブ




















対象製品 PCなど 7製品 医療機器及び制御機器を除く,
電気電子機器




このように, J-Mossと RoHS指令の内容を比較すると, 規制レベル,
































や規制方法について異なっている (表２ ｢家電リサイクル法, 小型家電リ
サイクル法, WEEE指令の内容比較｣)。具体的には, 次の三点である。
第一に, 規制対象となる製品の範囲である。家電リサイクル法では, テ
レビ, 冷蔵庫, 洗濯機, エアコンディショナの４製品が規制対象になった
のに対して, WEEE指令ではほぼすべての電気電子製品 (約90品目) が
規制対象になった。具体的に, WEEE指令で対象となる製品は, RoHS指
令で対象となる製品に, 医療機器 (透析機器, 核医学機器, モニタ機器な
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(12) DG XI, “Working Paper on the management of Waste from Electrical and
Electronic Equipment”, 9 October 1997 (DG Environment アーカイブ資料)。
(13) 環境省・経済産業省 ｢使用済み小型家電からのレアメタル回収及び適
正処理に関する研究会とりまとめ｣ における参考資料７ ｢海外における
電気電子機器に係る有害物質管理の観点からの規制動向｣ 平成23年 4 月









イクルコストを廃棄者 (使用者である消費者) が, 小型家電リサイクル法
では市町村自治体および自治体により異なるものの回収コストが課される






























(14) ただし, アイルランド, ギリシャ, 2004年 5 月に EUに新規加盟した
10か国 (チェコ, エストニア, キプロス, ラトビア, リトアニア, ハンガ
リー, マルタ, ポーランド, スロベニア, スロバキア) については, 猶予
期間が設けられた。
令では, 規制が開始される2005年 8 月13日以降に販売される製品につい






































一方, 製品規制については, 波及しやすいと指摘する Vogel の議論に









































以下, 再生資源利用促進法)｣ である (通商産業省立地公害局，1993)。
再生資源利用法は, 資源の有効な利用の確保を図るとともに, 初めて廃棄
物の発生抑制とリサイクルの促進を目的とする点で新しい視点にたってお
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(17) 朝日新聞 ｢『直接指導』消えた 業界猛反発 廃棄物処理法改正, 後
退の厚生省案｣ 1991年 2 月17日。
(18) 森島昭夫 (上智大学教授) の発言 (大塚ほか，1998：40)。
(19) 森島昭夫 (上智大学教授) は, リサイクル行政と廃棄物行政の分離は
役所の縄張り争いからきていると指摘する (大塚ほか，1998：40)。
(20) 寄本勝美 (早稲田大学政経学部教授) は, リサイクルの権限が各省庁
に分かれており, 厚生省の権限がわずかであり, むしろ通商産業省や農水
省の権限の存在を指摘する (寄本・高月・後藤，1989：25)。
(21) リサイクル法に関する大塚直 (学習院大学教授) の説明 (大塚ほか，
1998：41)。
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(23) 循環基本法成立までの経緯については, 大塚 (2000：23) で簡潔に
まとめられている。
(24) ｢廃棄物に係る環境負荷低減対策の在り方について｣ (第 1 次答申)
＜概要＞ (環境省 HP http://www.env.go.jp/council/former/tousin/haiki1.html
最終閲覧2018年 5 月 2 日)｡
(25) 中央環境審議会廃棄物部会 ｢総合的体系的な廃棄物・リサイクル対策
の基本的考え方に関するとりまとめ｣ 平成11年 3 月10日 (環境省 HP
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(26) 朝日新聞 ｢なるか『循環型社会元年』｣ 2000年 1 月 4 日。
(27) 朝日新聞 ｢三党連立政権合意書・全文 自自公連立政権発足｣ 1999年
10月 5 日。

















案｣ として閣議決定された (2000年 4 月14日)。その後, 国会において審
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かれた文書を議員たちに配り, 基本法に反対していた通商産業省も ｢省庁
間で調整してまとめたい｣ (リサイクル推進課) として, 結局環境庁が事
務局になって政府案をまとめることになった。(朝日新聞 ｢なるか『循環
型社会元年』｣ 2000年 1 月 4 日｡)
(29) たとえば経団連は, 1999年12月に厚生省の審議会に ｢使用済み製品の
回収・処理・リサイクルにかかる費用の一切を製造者に直接負わせること
には反対｣ との文書を提出した (朝日新聞 ｢なるか『循環型社会元年』｣
2000年 1 月 4 日)。また, 基本法に実効性を持たせることにも難色を示し
た (朝日新聞 ｢自民 VS.自由, 公明 与党の循環型社会法案で対立｣ 2000
年 2 月24日)。













どによる廃棄物の発生抑制 (リデュース) 対策や, 回収した製品からの部
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(31) ｢第 1 回製品 3Rシステム高度化WG 配布資料 資料７｣ 平成17年 1
月25日。
(32) この時期の NEC, 日立製作所, ソニー, 松下といった大手企業にお
ける鉛削減に対する対応について, たとえば以下で取り上げられている。
日本経済新聞 ｢大手家電や情報メーカー, 鉛使用を大幅削減：欧州環境規
制に対応｣ 1999年10月 7 日, 日本経済新聞 ｢松下, 鉛はんだ全廃：AV機
器, 2002年度末までに｣ 2000年 4 月22日。























資源有効利用促進法の政令・省令を改正し, その中に日本工業規格 ( Japa-
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(34) JIS作成の経緯については, 吉田 (2006：1819), 日本規格協会発行
｢電気・電子機器の特定の化学物質の含有表示方法 JIS C 0950｣ における
解説を参考にした。
(35) 吉田 (2006：18), JEITA環境委員会職員インタビュー2014年 5 月19
日。
















( JEITA) が事務局となって, 2004年10月に JIS化に向けた JIS規格作成分
科会が発足され議論が進められた。この議論に基づき, 2005年 4 月に企
業有識者, 業界団体代表 (製造業, リサイクラー), 学識者, 経済産業省,
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(38) 同上。
(39) JEITA環境委員会職員インタビュー2014年 5 月19日。
(40) 同上。
(41) 社団法人電子情報技術産業協会 ( JEITA), 財団法人家電製品協会
(AEHA), 情報通信ネットワーク産業協会 (CIAJ), 社団法人ビジネス機械・
情報システム産業協会 ( JBMIA), 社団法人日本電機工業会 ( JEMA), 社
団法人日本冷凍空調工業会 ( JRAIA) の６団体。
(3) 審議会における検討から制定まで (2005年～2006年 3 月)
JIS化の動きが承認されたのは, 経済産業省に2005年 1 月から設置され
た産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小委員会製品 3Rシステム
高度化ワーキンググループ (以下, 3R高度化WG) においてである。3R
高度化WGは, 製品のライフサイクル全体のシステムにおいて, 資源消
費・廃棄物発生・環境負荷を最小化するために製品ごとの 3R (リデュー
ス, リユース, リサイクル) システムの高度化のための措置を検討するこ







WGでは, 先行する EUにおける RoHS指令の内容についても議論され
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(42) ｢第 1 回製品 3Rシステム高度化WG 配布資料 資料７｣ 平成17年 1
月25日。
(43) 椋田哲史委員 (社団法人日本衛材団体連合会環境・技術本部本部長)
から ｢経済産業省の RoHS指令に対する意見と, 環境省の意見は同じなの
か｣ と問われた際に, 藤井康弘環境省廃棄物・リサイクル対策部リサイク
ル推進室長は ｢環境省としては, 現在どのような対応が必要か検討中であ
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化WG 議事録｣ 平成17年 1 月25日)
(44) 高見幸子委員 (国際 NGOナチュラル・ステップ・インターナショナ
ル日本支部代表) の発言 (｢第 1 回製品 3Rシステム高度化ＷＧ 議事録｣
平成17年 1 月25日)。
(45) 大鶴英嗣委員 (社団法人電子情報技術産業協会環境・安全総合委員会
委員長) の発言 (｢第２回製品 3Rシステム高度化WG 議事録｣ 平成17年
2 月21日)。
(46) ｢グリーン・プロダクト・チェーンの実現に向けて：産業構造審議会
環境部会廃棄物・リサイクル小委員会 製品 3Rシステム高度化 WG 中間
とりまとめ (案)｣：89 ページ (｢第 4 回製品 3Rシステム高度化 WG 資
























一方, 環境省でも2005年 4 月から ｢製品中の有害物質に起因する環境
論
説
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(47) 吉田幸一 (特定化学物質の含有表示の規格作成分科会主査, ソニー株
式会社) ｢電気・電子機器の特定の化学物質の含有表示について｣ (｢第 6
回製品システム高度化ワーキンググループ 資料３｣ 平成17年 7 月 7 日)
(48) 島田和明 (同和鉱業株式会社執行役員リサイクル事業部部長) ｢電気
製品の DfEについて：環境・リサイクル事業者の立場から｣ (｢第 6 回製
品システム高度化ワーキンググループ 資料４｣ 平成17年 7 月 7 日)






4 回にわたって議論が行われたのち, 報告書がまとめられた (環境省・
(財)日本環境衛生センター，2005)。この中で当面講じるべき方策として
挙げられたのは, 資源有効利用促進法を活用することによる有害物質関連





























































5．お わ り に
本稿では, 製品規制の方が過程規制より他国の規制の影響を受けやすい
とする Vogel の議論をもとに, 日本および EUにおける電気電子機器製
品の化学物質規制について分析を行ってきた。製品規制として電気電子機
器製品に含まれる有害化学物質規制を取り上げ, 特に日本における J-
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The Limited Diffusion of Chemical Policy in the EU:
Legislative Process of the J-Moss in Japan
Yuki HAYAKAWA
By analyzing chemical policy in the EU and Japan, this article shows that
the reasons which the J-Moss in Japan was not affected from the RoHS
directive in the EU. Using an analytical framework based on the typology of
regulations by David Vogel, the article compares the product regulations and
the process regulations in the EU and Japan. According to Vogel, the product
regulations are more affectable on the other regulations than the process
regulations. This article focuses on the legislative process of the product
regulation, the J-Moss in Japan in 2006. In the process of compiling the J-
Moss, the Ministry of International Trade and Industry (MITI), the prede-
cessor of the Ministry of Economy, Trade and Industry (METI) played the
initiative role. The MITI played the main role in deciding the goal of the law
and coordinating the opinions of stakeholders, particularly firms. Hence, the
regulation does not burden especially smaller firms heavily. As the regula-
tory agency and stakeholders worked closely with each other, the J-Moss in
Japan was not affected from the RoHS directive in the EU.
